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県内ＩＣＴ人材定着事業について 

（ＩＣＴ人材確保・育成事業） 

 

デジタルイノベーション戦略室 

 

 

１ 目 的 

ますます必要性が高まっているＩＣＴ人材や成長分野を支える担い手の確保に向

け、東海・関西地区を対象としたＡターンフェアを名古屋市で実施する。 

 

２ 概 要 

ＩＣＴ人材については、首都圏・東北に１名ずつＩＣＴ専門員を配置し、大学等で

県内ＩＣＴ企業のＰＲを行っているほか、Ａターンフェアや就職マッチングセミナー

などにより、新卒・即戦力の両面からその確保に努めているが、人材獲得が一層厳し

さを増していることから、名古屋市でのＡターンフェアを１１月に追加開催する。 

なお、ＩＣＴ分野を中心に、自動車・航空機・医療等多様な分野の企業の参加によ

り実施する。 

 

３ 予算額                              ４,６２１千円 

                             財源内訳    ２,０００千円 

                                                          ２,６２１千円 

  内 訳 ・委託料（会場・運営費、広報費等）                  ４,１６７千円 

         ・職員旅費等                                       ４５４千円 

        

     

 

                

    

 

 

＜参 考＞ＩＣＴ人材確保・育成事業について（当初予算措置分） 

（１）「未来を創るＩＣＴ強化事業」                              １５,４４１千円 

・ＩＣＴ専門員を首都圏１名、東北１名の計２名配置し、リクルート活動を行う。 

（２）「県内ＩＣＴ人材定着事業」                                 ４,３３９千円 

     ・ものづくりオープンカレッジ（秋田大学、秋田県立大学）への県内ＩＣＴ企業 

出展、Ａターンフェアｉｎ名古屋（７／１５）を開催する。 

（３）「未来のＩＣＴスペシャリスト育成事業」                            １,９０３千円 

     ・次代を担うＩＣＴ人材を育成するため、ＩＣＴに関心のある高校生等を対象に 

ＩＣＴの最先端分野に関する夏休み特別ゼミを実施する。 
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小規模事業者ＩＣＴ活用促進事業について【新規】 

（中小企業・小規模事業者情報化促進事業） 

 

デジタルイノベーション戦略室 

 

 

１ 目 的 

県内企業の人手不足への対応や働き方改革に資するとともに、生産性や付加価値の向

上を図るため、県内関係機関との連携により中小企業・小規模事業者のＩＣＴの活用を

促進する。 

 

２ 概 要 

  商工団体等が伴走型で行う小規模事業者等のＩＣＴ導入に対して助成する。 

  ・補 助 対 象 小規模事業者等（製造業、サービス業、卸売業・小売業等） 

  ・補助対象経費 業務用ソフトウェア導入費、システム構築費等 

  ・補 助 率 １／２（グループ導入は２／３） 

  ・限 度 額 ５００千円（グループ導入は全体で３,０００千円） 

  ・件    数 ５０件 

 

３ 予算額                                                    ２６,０６０千円 

                                              財源内訳     １２,９０３千円 

                                                           １３,１５７千円 

   内 訳     ・補助金                                     ２５,０００千円 

          ・審査員報酬・旅費等                            １,０６０千円 

　　2



小規模食品事業者パワーアップ事業について【新規】

（食品事業者基盤強化事業）

地域産業振興課

１ 目 的

本県食品製造業の７割以上を占める小規模事業者は、東北の中でも製造品出荷額等や

付加価値額が低い状況にあることから、生産性向上や販路拡大の取組を支援することに

より、小規模食品製造事業者の競争力を強化する。

２ 概 要

小規模食品製造事業者が行う生産性向上や販路拡大の取組に対して助成する。

・補 助 対 象 県内の食料品又は飲料製造を営む小規模事業者

・補助対象経費 生産性の向上に関する経費

（機械設備購入・改修経費、生産ラインのレイアウト変更経費等）

販路拡大に関する経費

（展示商談会出展経費、サンプル製作経費、海外販路開拓経費等）

・補 助 率 ２／３

（既存の取組の拡大の場合は１／２）

・限 度 額 １,５００千円

・件 数 ８件

３ 予算額 １２,１１３千円

財源内訳 ６,０００千円

６,１１３千円

内 訳 ・補助金 １２,０００千円

・職員旅費等 １１３千円
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産学官共同電動化システム研究開発事業について【新規】 

 

輸送機産業振興室 

 

 

 

１ 目 的 

高効率モーターコイル等、本県固有の技術を起点とした小型化・軽量化を実現する新

世代モーター及びその応用システムの研究開発を、秋田大学、秋田県立大学が地域企業

及び川下企業とともに進め、電動化システムの産業集積と研究開発・人材育成の拠点形

成を図る。 

 

 

２ 概 要 

（１）事業内容 

県内製造業の高度化、競争力強化を図るため、航空機システムを始めとした電動化

技術に係る研究開発・人材育成の拠点創生を支援し、それによる関連産業の集積を推

進する。 

①新世代モーターの研究開発 

②新世代モーターのアプリケーションの研究開発 

③新世代モーターのシステム設計及び周辺技術の研究開発 

④電動化システムの研究開発成果を人材育成や地域雇用につなげる取組 

 

 

（２）補助事業 

・補 助 対 象  秋田大学（共同研究：秋田県立大学、秋田試作事業組合ほか） 

   ・補助対象経費  事業計画に基づく事業に要する経費 

            令和元年度事業費           １３０,５７０千円 

            （交付対象事業費（交付期間５年） １,７７０,３６１千円） 

 ・補  助  率  １０／１０（国２／３・県１／３、国１／２・県１／２） 

 

 

３ 予算額                        １３１,３８１千円 

                      財源内訳    ７７,２５４千円 

                              ５４,１２７千円 

  内  訳   ・補助金                  １３０,５７０千円 

       ・職員旅費等                    ８１１千円 
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《 参考１ 》地方大学・地域産業創生交付金の概要 

地方を担う若者が大幅に減少する中、地域の人材への投資を通じた生産性の向上、中核 

的産業の振興、専門人材の育成等を進める優れた取組を支援。 

・国費の交付上限額：１プロジェクト当たり上限目安７億円／年（原則５年） 

・交付金の交付率：事業の要件（先駆性など）により１／２、２／３、３／４ 

・地方負担分は地方財政措置（特別交付税措置 50％） 

 

 

《 参考２ 》申請計画の概要（平成３１年３月２９日申請済み） 

 

１ 計 画 の 名 称  「小型軽量電動化システムの研究開発による産業創生」 

 
 

 

２ 事業計画期間  令和元年（交付決定の日）～令和１１年３月３１日（１０年間） 

（交付金による支援は、令和６年３月３１日までの５年間） 

 

３ 計画に対する評価  

国による現地評価及び面接評価が行われることとなっており、結果は、８月上中旬頃 

に公表される見込み。 

　　5



廃止石油坑井封鎖事業費補助金について 

（休廃止鉱山鉱害防止事業） 

 

資源エネルギー産業課 

 

 

１ 目 的 

  にかほ市が実施する廃止坑井からの漏油等を封鎖する工事に要する経費に

対し補助を行うことにより、鉱害の防止を図る。 

 

２ 概 要 

（１）事業内容 

   石油鉱山廃止時から長期間が経過し、鉱害防止対策を行う義務を有する

鉱業権者が存在しない廃止坑井について、封鎖措置等を行う市町村に対し

補助を行う。 

（２）補助事業 

・補 助 対 象  にかほ市 

・工 事 場 所 秋田第三院内鉱山（桂坂） 

・補助対象経費 廃坑浚渫工事、プラグ設置工事、坑口復旧工事等 

・補 助 率 国：３／４以内  県：１／８以内  

  （市町村負担：１／８） 

 

３ 予算額                        １,３６７千円 

 

  内 訳 ・補助金                      １,３３３千円 

・職員旅費等                   ３４千円 

 

※封鎖工事費総額                １０,６６６千円 

         （国７,９９９千円、県１,３３３千円、市１,３３４千円） 

 

 

 

 

《 参 考 》平成３０年度事業概要 

・事 業 内 容 漏油石油鉱山の封鎖工事に係る事前調査業務 

及び仮設道路設置工事 

       ・県補助金額 ５,７７４千円（事業費総額：４６,１９４千円） 
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１　目　的

（１）収入について、電力料金単価の改定により、営業収益を３３２,４３５千円

　　増額する。

　　○電力料金単価

　　　７．５１円／ｋWｈ　→　８．２４円／ｋWｈ 　（０．７３円／ｋWｈ）

（２）支出について、電力料収入の変更に伴う納付消費税の増分として営業外費用

　　を２７,３０４千円増額する。

２　補正予定額

収　　　　入 （単位：千円）

款 項 目 補正予定額

1 事 業 収 益 332,435

1 営 業 収 益 332,435

1 電 力 料 332,435

支　　　　出 （単位：千円）

款 項 目 補正予定額

1 事 業 費 27,304

4 営業外費用 27,304

2
消費税及び
地方消費税

27,304

（単位：千円）

602,833 305,131 907,964

電力料収入の変更に伴う納付消
費税の増による

３　収　支　差

補　正　前 補正予定額 補　正　後

令和元年度 秋田県電気事業会計の補正予算について

令和元年度に見込まれる修繕費や減価償却費の増などにより原
価が増加し、料金単価が上がった。

収 益 的 収 入 及 び 支 出

説　　　　　　　　　明

（うち、仮受消費税 27,304千円）

電力料金単価、販売電力量の改
定による

説　　　　　　　　　明

公営企業課 
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秋田工業用水道の指定管理運営費に係る債務負担行為の設定について

公営企業課

１ 目 的

今年度末で指定管理期間が終了する秋田工業用水道について、令和２年度から令和６

年度までの指定管理者の選定を行うため、管理運営費について債務負担行為の限度額

を設定する。

２ 概 要

（１）債務負担行為を設定する施設及び期間

・施 設 名 称 秋田工業用水道

・指定管理期間 令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで（５年間）

（２）指定管理者に行わせる業務

・施設及び設備の維持管理に関する業務

・工業用水の供給に関する業務

・上記に掲げるもののほか、工業用水道の管理に関し知事が必要と認める業務

（３）指定管理者の選定方法

指定管理者を公募し、産業労働部指定管理者（候補者）選定委員会で候補者を選定

したうえで、議会の議決を経て指定管理者を指定する。

（４）指定管理者の指定に係るスケジュール（予定）

令和元年 ６月 ６月議会で債務負担行為の設定

７月 指定管理者（候補者）の公募

１０月 指定管理者（候補者）選定委員会の開催

１２月 １２月議会で指定管理者の指定

令和２年 ２月 ２月議会で予算案（令和２年度管理運営費）を提出、審査

～３月 指定管理者と協定締結

４月～ 指定管理の実施

３ 債務負担行為限度額 ６２８,５８５千円

（委託料）

※単年度 １２５,７１７千円
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